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本レポートを、エンタテイメント＆メディアの消費者にもお
馴染みの言葉で形容するなら、「マッシュアップ」*という表現
が最も適切です。私たちは毎年、この業界独自のデータと将
来予測を丹念に収集し、調査と検証を行います。そして、十
数カ国の専門家によるグローバルチームが、市場やクライア
ントの業務、消費者生活におけるトレンドについての議論を
行います。その結果として、世界中の企業や投資家の方々が、
戦略や施策を計画する際に信頼いただける私たち独自の知
見や将来予測を提供しています。

本レポートの核となるのは、消費者動向と広告支出に関
する、今後5年間の総合的な予測です。それらのトピックに
ついて、52の国・地域における14のセグメントに基づいて
分析しています。そして今年は、新型コロナウイルス感染症
（COVID-19）のパンデミックによる混乱の収束へ向けて奮
闘する中、この先の未来により一層焦点を当てました。2021
年、エンタテイメント＆メディア業界は、2020年の縮小から
回復して再び成長軌道に乗り、収益は10.4%の大幅増とな
りました。2026年には、世界のエンタテイメント＆メディア
業界の収益は3兆米ドルに迫ると予測されます。

しかし、業界全体が安定的な成長傾向にあることによって、
足下に潜む不安定要素が見えにくくなっています。パンデミッ
クにより、消費者行動変容やデジタル化の進行が加速され、
将来的な成長軌道に対して影響があったことは明確です。パ
ンデミックの最中に莫大な利益を上げたセクターの中には、
同様の成長を維持できないセクターもあれば、さらなる成長
が見込まれるセクターもあります。ゲームのような、これま
でニッチであったセクターが大きく躍進する一方で、かつて支
配的な立場にあったセクターが競争優位性を失うことも考え
られます。本レポ―トでは、セクター内および高成長領域と
低成長領域の狭間における、産業間・企業間で拡大の続く「断
層と亀裂」に焦点を当てました。

データと予測から明らかになったことが1つあります。それ
は、広範なエンタテイメント＆メディア産業全体が、世界経
済全体よりも速いスピードで成長しているということです。複
雑性が高く、没入感がより一層強化されていくこのエンタテイ
メント＆メディアの体験に対して、毎年、世界中でより多くの
人が注目し、ますます多くの時間やお金を費やすようになっ
ています。

PwCのエンタテイメント＆メディア業界担当チームのメン
バーは、例年、本レポートの執筆を協力して進めています。
その執筆作業は、データを共有・比較し、新たなインサイト
を深め、セグメントや国・地域を越えたつながりを強める機
会となっています。毎年いただく皆様からのフィードバックに
よれば、このレポートは、読者の皆様にとっても同様にお役
に立っているようです。私たちの調査結果や考察をどのよう
に貴社のビジネスに活用していくかについての詳細は、貴社
担当のPwCチーム（22ページ参照）、もしくは私たちまでお
問い合わせください。ご連絡をお待ちしております。
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今年も「グローバル エンタテイメント＆メディア アウトルック 2022-2026」をご覧いただき、あり
がとうございます。23年目を迎える今回の「アウトルック」では、多くの人々を惹きつけながら拡大
し続けるこの業界の継続的な進化に関する情報や予測、インサイトをまとめました。
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作ること

mailto:werner.ballhaus%40pwc.com?subject=
mailto:wilson.wy.chow%40cn.pwc.com?subject=
mailto:emmanuelle.s.rivet%40pwc.com?subject=


目次

1. はじめに：断層と亀裂 02

2. パンデミック後のリセットにおける亀裂 04

3. カギを握る消費者 06

4. 亀裂に対応する企業 10

5. 業界を変容させるM&A 13

6. 次に来る新しいもの 15

7. 規制と信用 17

8. 結論：戦略的バランス 19

 データの算出方法と定義 20

 データ使用と引用許諾 21

 PwCグローバルネットワーク 22

 本レポート執筆におけるPwCネットワーク協力メンバー 24



1
2021年は人々の健康、サプライチェー
ン、地政学において、不確実性の高い
1年となった。しかし、不確実性の中で、
市場全体の傾向や、成長の原動力は一
段と明確になり、消費者行動、ビジネス
モデル、競合企業、規制において生じて
いる断層と亀裂への理解が深まった。

世界のエンタテイメント＆メディア業界の総収益は2020年
に2.3%落ち込んだ後、2021年に10.4%の大幅増加となり、
世界全体の成長率を上回った。2022年には7.3%の成長率
をもって2.5兆米ドル規模となり、2026年までの年平均成長率
（CAGR）は4.6%になると予想される。

しかし、この順調かつ直線的な収益トレンドには大きな波
乱要因が潜んでおり、強力な力をもって変容と分岐をもたら
している。地殻変動が起こるように、こうした力は、確立さ
れた地位を弱体化させ、新たな亀裂を生みだすことができる。
だが、これらはまた新たな収益の柱を築き上げる可能性もあ
る。COVID-19のパンデミックによる試練が続く中で、全世
界が前進しようと努めており、エンタテイメント＆メディア業
界は新たな基準で事業を展開している。2026年には、デジ
タル化とモバイル化が一段と進行し、若者に人気があるメディ
アによる宣伝や世界中の配信が増え、あらゆる形態の広告
への依存が高まることで、2.9兆米ドル規模の業界になる見
通しである。

はじめに： 
断層と亀裂

本レポートでは、進化する消費者行動と、その行動に追
随する広告費用についての見通しをまとめている。消費者の
時間やお金を費やす対象に合わせてビジネスモデルが変化す
るにしたがい、複数の断層が広がっていく。本レポートでは、
以下の断層の広がりを取り上げている。

•	パンデミック以前の状況への回帰を期待する企業・セクター
と、将来に向けて積極的に動いている企業・セクター

•	異なる人口統計、国々、地域における消費者行動

•	自らのマーケットを守ろうとする現状維持派と、現状を打破
しようとする改革派

•	現在のデジタル化の波と、メタバースに代表される次のデ
ジタル化の波

•	市場に特化した規制当局と、グローバルテクノロジープラッ
トフォーム

•	クリエイター、配信プラットフォーム、消費者
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注：2021年は直近の入手可能なデータ。2022年から2026年の数値は予測データ
出所：PwC「グローバル エンタテイメント＆メディア アウトルック 2022-2026」、Omdia 

全世界のエンタテイメント＆メディア業界の収益（単位：兆米ドル） エンタテイメント＆メディア業界の前年比成長率（％）

2.9兆米ドル規模の市場 全世界のエンタテイメント＆メディア業界は2020年に一時的に落ち込ん
だ後、力強く成長する見込み。
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デジタル 非デジタル

注：2021年は直近の入手可能なデータ。2022年から2026年の数値は予測データ
出所：PwC「グローバル エンタテイメント＆メディア アウトルック 2022-2026」、Omdia

1兆米ドル規模の広告市場 マーケティング企業は顧客が集まるデジタル空間にアクセスするため
に、引き続きデジタル広告への投資を増やしていく

全世界のエンタテイメント＆メディア業界のデジタルおよび非デジタルの広告収益（単位：兆米ドル）
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2
今日のエンタテイメント＆メディア業界
では断層と亀裂が生じており、業界
全体が新たな局面に立たされている。
COVID-19に伴うロックダウンにより、
運動プログラム、ストリーミングエンタ
テイメント、オンラインショッピングなど
のデジタルコンテンツやサービスに対す
る消費者の関心が高まった。不確実性
が高いのは、「どの程度の仕事が対面
形式に戻るのか」「リモートとハイブリッ
ド業務がパンデミック時代の高水準の

まま残るのか」という点だ。だが、消
費やレジャーといった活動が、パンデミッ
ク以前の状態に急速に戻ることはない。
これらの活動はオンラインやデジタル
空間で行われるケースが増加している。
ソーシャルプラットフォームやオンライン
動画プラットフォームでの購入がますま
す広がるにつれ、あらゆる規模のオンラ
イン小売企業やマーケティング企業は、
ビジネスチャンスの拡大が約束されるこ
ととなる。

パンデミック後のリセットにおける亀裂
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注：2021年は直近の入手可能なデータ。2022年から2026年の数値は予測データ
出所：PwC「グローバル エンタテイメント＆メディア アウトルック 2022-2026」、Omdia

個人消費 広告 インターネットアクセス

構成の変化 2026年にはエンタテイメント＆メディアにおける3つの主要なセクター
の中で、広告の割合が最大となる見通し

全世界のエンタテイメント＆メディアの支出に占める割合（％）
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現在、あらゆるセクターのプレーヤーが、複数の根本的な
問いに直面している。それは、自社のビジネスがパンデミッ
クで経験した急激な成長は持続可能なのか、それとも、そ
れは将来の成長の前倒しに過ぎず、個々のプラットフォーム
や市場の飽和を加速させただけなのだろうか、という問いだ。
また、自社のビジネスがパンデミックの間に落ち込んだ場合、
状況は今後好転するのか、悪化するのか、といった問いである。
「グローバル エンタテイメント＆メディア アウトルック 2022-
2026」では、これらの問いに答え、今後の1,000億米ドル規
模の業界やセクターの展望を決定付ける要因を浮き彫りにす
る。最も根本的な断層は、COVID-19によって引き起こされ
た行動トレンドとその根底にあるテクノロジーおよび人口統
計のトレンドについて、その両方から恩恵を享受した業界と、
両方から痛手を被った業界との間で生じている。

•	OTTビデオは2020年に急成長した後、2021年にはさらに
22.8%成長し、収益が791億米ドルまで拡大した。OTTの
収益拡大ペースは今後緩やかになり、2026年までのCAGR
は7.6%、収益は1,141億米ドルに達すると予想される。

•	ビデオゲームの収益は2019年から2021年までの間に
32%増加したが、今後2026年までのCAGRは8.4%とな
り、3,210億米ドル規模になるとみられる。

•	従来のテレビはOTTストリーミングサービスとの競争にさら
されており、全世界の収益はCAGRが-0.8%のペースで縮
小し、2021年の2,310億米ドルから2026年には2,221億米
ドルまで減少すると見込まれる。

•	映画はCOVID-19に伴う休業から緩やかに立ち直っている
ものの、総収益が2019年の452億米ドルの水準に回復す
るのは2023年になる。

広告が主役に躍り出る
私たちの分析では支出を、個人消費、インターネットアクセス、
広告の3つの大きな柱に分類している。2017年には、個人消
費が総収益の40%を占めていた一方、広告は総収益の29%
を占める程度であった。しかし、2022年には広告がインター
ネットアクセスを上回るとみられ、2026年には最大のセクター
となり、業界の総収益の35.1%近くを占める見通しだ。

本予測で新たに明らかになった2つの大きなテーマは、エ
ンタテイメント＆メディア業界のデジタル化の進展と広告の
優勢である。2020年には7%近く減少した広告が、2021
年には22.6%という驚異的な成長を遂げ、業界の総収益の
32.2%を占めるに至った。今後は2026年までCAGRが6.6%
となり、1兆米ドル規模の市場になると予想される。主にデ
ジタル化によって、この成長はもたらされた。ほとんど増加し
ていない非デジタル広告は、2025年以降は減少すると予想
される。5年間の予測期間における世界のインターネット広
告収益はCAGRが9.1%と目覚ましい水準となり、2026年に
は7,236億米ドルに達し、その時点でモバイルの収益が74%
に達する見通しだ（2026年にはモバイルビデオ広告だけで
1,389億米ドルの収益を達成する見込み）。2026年には、米
国のインターネット広告収益が、全世界の非デジタル広告の
総収益にわずか84億米ドルまで迫る規模に成長すると予想さ
れる。

なぜ、広告がこれほど急速に成長しているのか。その答え
はシンプルで、デジタル広告にリーチでき、リアルタイムで取
引を行える環境で、より多くの消費者がより多くの時間を過ご
すようになったからである。
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注：2021年は直近の入手可能なデータ。2022年から2026年の数値は予測データ
出所：PwC「グローバル エンタテイメント＆メディア アウトルック 2022-2026」、Omdia

地域間格差 先進国市場が支出の大半を占める。

2021年の地域別1人当たりエンタテイメント＆メディア支出（単位：米ドル）

北米 中東およびアフリカ

82
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西欧
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中欧・東欧

246
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224

中南米

154

カギを握る消費者3
これまで業界報道の多くは、エンタテ
イメント＆メディア業界を支配してきた
巨大企業の行動や権力に焦点を当てき
た。だが、おそらくアルゴリズム検索や
レコメンドエンジンの影響を受けた、数
十億人もの消費者の時間や関心、お金
の選択こそが変化を加速させ、トレンド
を煽り、さらに時には断層を広げてい
る。2026年までに登場するのは、現在
のエンタテイメント＆メディアの消費者
層よりも若く、デジタルに慣れており、
ストリーミングやビデオに夢中になって
いる熱心な消費者層である。また、こ
の消費者層は現在の消費者層よりも、

他の人々の体験の創造や形成にも深く
関与している。

地域間の分断
世界で生じている断層の一因として、所得とテクノロジーへ
のアクセスが挙げられる。2021年には、全世帯の72.7%が
固定ブロードバンドのインターネットアクセスを利用し、人口
の60.7%がモバイルインターネットアクセスを利用するように
なった。これは、高速インターネットに日常的にアクセスで
きない人々がまだ世界に何十億人もいることを意味する。地
域別にみると、1人当たりのエンタテイメント＆メディア支出
が圧倒的に多いのは北米（2,229米ドル）であり、西欧（1,158
米ドル）の2倍近くに上る。一方で、2021年にエンタテイメ
ント＆メディアの地域別収益が最大となったアジア太平洋地
域では、1人当たりの支出はわずか224米ドルにとどまった。
中東・アフリカ地域は、エンタテイメント＆メディアの1人当
たりの支出が82米ドルと世界のどの地域よりも低かった。
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注：2021年は直近の入手可能なデータ。2022年から2026年の数値は予測データ
出所：PwC「グローバル エンタテイメント＆メディア アウトルック 2022-2026」、Omdia

消費の増加 発展途上国の支出が、最も急速に増加している。

消費者支出増加率上位10カ国、2021～2026年（CAGR, %）
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メディアの消費や関わり方は、人口構成や年齢層によって
常に異なる。しかし、パンデミックによってもたらされた行動
変容が若い世代特有の期待や願望とぶつかり合う中、今日
ではその違いが一段と際立つようになっている。こうした断
層は、家庭内、あるいはリビングの中だけでも生じてきてい
る。一家族内であらゆる年齢の4人が同じソファに座りながら、
それぞれが異なるデバイスを通じて別のエンタテイメント＆メ
ディアの世界に没入している光景はありふれたものになって
いる。ある人はゲーム機やバーチャルリアリティ（VR）ヘッ
ドセットで会話をし、もう1人はスマートフォンでショートビデ
オをフリック視聴し、3人目はタブレットで映画をストリーミン
グ再生し、4人目はPCでSNSを更新しているという世界だ。

人口の多い発展途上国市場では、若い消費者の多くが新
しいトレンドに夢中になっており、急成長の機会がある。

若者がターゲット層になる
消費者支出の収益が最も急成長している国はトルコで、

2021年から2026年までのCAGRは14.2%と見込まれてい
る。これはビデオゲーム、音楽、映画の大幅な伸びによって
急成長したものと考えられる。その反面、人口の高齢化と減
少が進む日本は、2026年までのCAGRはわずか1.4%にと
どまるとみられる。CAGRの上位10カ国は、中南米、中東、
アジア、アフリカの国々で、支出額は小さいものの、ビデオゲー
ムとOTTビデオが収益増加の多くを占めている。
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25%

ソーシャルゲーム／カジュアルゲーム

注：2021年は直近の入手可能なデータ。2022年から2026年の数値は予測データ
出所：PwC「グローバル エンタテイメント＆メディア アウトルック 2022-2026」、Omdia

PCゲーム 家庭用ゲーム機 ゲーム内広告
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223.8

40.4
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31.1

2025

242.7

42.2

321.1

31.5

2026

ゲームの時間 ソーシャルゲームとカジュアルゲームが、この業界のブームに拍車
をかけている。

セグメント別の世界のビデオゲーム総収益（単位：10億米ドル）

ゲームの支配が進む
ビデオゲームは若者に最も人気のあるメディアであり、最
も大幅な成長を示しているセクターの1つである。2021年の
ビデオゲームの総収益（eスポーツを除く）は2,142億米ド
ルに達しており、その後はCAGR8.4%のペースで増加して、
2026年に3,211億米ドルに達するとみられる（このセクター
は2021年から2026年までの予測期間中に収益が1,000億米
ドル以上増加するわずか3セクターのうちの1つである。他2
つのセクターはインターネット広告とインターネットアクセス
である）。2017年時点では、世界のビデオゲームはエンタテ
イメント＆メディア総支出の6.1%を占めるに過ぎなかった。

このニッチなセクターが主流になるにつれて、そのシェア
は2026年に10.9%を占める見込みだ。アプリ内広告への投
資が急拡大することで収益は押し上げられていく。中国と米
国の収益が2021年の世界のゲームとeスポーツの収益の約
半分を占めた。しかし、人口は多いが豊かではない国の多く
でも、ゲームは大きな成長余地がある。2021年から2026年
にかけて、ビデオゲーム市場において最も急速に成長するの
はトルコ（CAGR24.1%）、それにパキスタン（21.9%）と
インド（18.3%）が続くとみられる。没入型体験やバーチャ
ルアイテムを提供するゲームは、メタバースや次世代のデジ
タル広告、エンタテイメント、ブランド体験への道も切り開い
ている。
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関心の亀裂：新たなメガプラットフォームの台頭
20年ほど前までの各市場のエンタテイメント＆メディア業

界、ひいては消費者の関心は長年ほぼ変わらず、一部のな
じみ深いプレーヤー（放送局、映画スタジオ、レコード会社、
報道機関、大手ソーシャルメディアプラットフォームなど）に
よって支配されていた。しかし、消費者の関心は急速に予測
不可能な形で他分野に移っているため、これまで確立されて
いた秩序は明確に崩れつつある。 

現代のアプリは瞬く間に登場しては消えていく。音声チャッ
トアプリのClubhouseはパンデミックの最初の数カ月間で
爆発的に成長し、3,400万回のダウンロードを達成したが、
2021年には急速に勢いが減速した。そして、今やFacebook
やNetflixといった圧倒的な力を持つプラットフォームやアプ
リの成長にも限界があるかもしれないことが初めて明らかに
なった。おそらくそれは、人々の嗜好の変化が激しく飽きや
すい世界において、人々を魅了し、関心を引き留めておく力
を失いつつあるからだろう。

若者の関心の多くは、より新しいプラットフォームに移って
いる。スクロールが無限に続き中毒性のあるTikTokは、月
間アクティブユーザー（MAU）が約10億人に上っている。
TikTokは広告にとどまらず、音楽発見ツールとして絶大な威
力を持ち台頭した。2021年には、TikTokでトレンドになっ
た175曲以上が最終的にBillboard Hot 100にランクインし
た。そして、30曲がTikTokの動画再生回数10億回を突破し
た。だが現在、ティーンエイジャーはTikTokよりもRobloxや
Fortniteのような没入型のバーチャル空間により多くの時間を
費やしている。

「クッキーレス」の世界におけるプライバシー
顕著な断層の1つは、プライバシーに関連するものだ。ネッ
ト上でのトラッキングを避けようとする消費者が増えて
いる。Appleは2021年4月にApp Tracking Transparency
（ATT）フレームワークを導入し、iOSユーザーが広告主識
別子（IDFA）へアクセスする前にオプトインを義務付け
た。それ以来、ユーザーの半数以上がIDFAによるトラッキ
ングのオプトアウトを選択しており、これはAppleのATT
が、iOS広告主、アプリの配信元、さらにはAppleの同業者
である大手テクノロジー企業の収益や業務に大きな影響を
与えていることを意味する。これを受けて、アプリ内広告
の効果を維持するために、新しいプロセスを採用し、自社
で収集したデータに一段と重点を置き、新たな広告効果測
定やターゲティング技術を開発する必要に迫られている。
Googleはプライバシー・サンドボックス構想の一環とし
て、2023年下半期にChromeウェブブラウザからサード
パーティのCookieを段階的に廃止する予定だ。オンライン
広告への資金の流入が続く中、マーケティング企業はキャ
ンペーンの実施方法やメッセージの伝達方法、効果測定の
再考を迫られることになるだろう。
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4
ごく最近まで、業界の主要な既存勢力
の持つ、市場における地位、企業価値、
将来の成長見通しは、揺るぎないものと
考えられていた。Alphabet／Google、
Meta／Facebook、そしてAmazonは、
世界的なオンライン広告市場において中
心的なプレーヤーである。その他、競合
としてTwitterやSnapも粘り強い。また、
中国では、WeChat、Weibo、Tencentと
いった企業が支配的な地位を占めてい
る。しかし、変化する消費者行動や競
合他社の動向、Robloxのような新興勢
力の台頭によって、この分野でも断層が
生じている。

ストリーミング分野の亀裂 
世界の人々の購買力は直線的に増加している。しかし、ス

トリーミングサービス（そして、それらを売るエンタテイメン
ト＆メディア企業が掲げる目標）における選択肢は、加速度
的に増えているようだ。2021年の最大のビジネス動向として
は、Peacockの新サービス開始、Paramount Plusのサービ
ス開始、Disney+の自律的成長（8,760万人の利用者と視
聴回数）などがある。Disney+ Hotstar、Amazon Prime、
Netflix、ZeeがOTT収益の大半を占めるインドでは、その他
にも40社を上回る企業がサービスを提供している。Grupo 
GloboはUma Só Globo（Just One Globo）イニシアチブ
の一環として、Globoplayに10億ブラジル・レアル（2億1,100
万米ドル）の投資を行い、全てのブランドとチャネルをプレミ
アムプラットフォームに取り込むと発表した。また、急成長す
るインドネシアのOTTストリーミング市場では、世界的な巨
大ストリーミング企業が、WeTV（アジアのドラマを配信）、
GoPlay（インドネシアのローカルコンテンツを配信）、Mola 
TV（ライブスポーツを配信）などの、地元や地域の企業と
競合している。

無限に思えるほど多くの選択肢が世界中で現れている一
方、消費者の限られたお金を奪い合う必要があることを踏ま
えれば、現状が続くことはあり得ない。そして昨年、それが
現実になった。OTTビデオストリーミング市場は、全体とし
て今なお成長を続けており、2026年までCAGR7.6%のペー
スで拡大する見込みだ。しかし、企業は初めて自社の野心
的な成長目標を実現するにあたり、利用ユーザーを十分に
獲得できないかもしれないという予測に直面している。2022
年4月、Netflixは利用者が20万人減少したことを発表した。
これほどの利用者減少は、実に10年ぶりである。Discovery
は、加入者の大量獲得が見込めないとの懸念から、立ち上
げに多額の費用をかけたCNN+への3億米ドルの投資につい
て、開始からわずか3週間後に打ち切ることを決めた。

市場の緊張と多くの大手企業の株価の下落は、プライベー
トエクイティやベンチャーキャピタルによる投資額が減少する
可能性と相まって、この業界の展望を変える可能性が高い。
コンテンツ制作に多額の資金を投じて消費者に直接サービス
を提供すれば、大きな成長と巨額の利益を生み出すことがで
きるという前提は、今や疑問視されている。その結果、次の
成長段階はどのようなものになるのかという問いが投げかけ
られている。

2021年の世界の映画興行収入トップ3のうち、2本は中国映
画であった。大ヒット作の『The Battle at Lake Changjin（原
題：長津湖）』と『Hi, Mom! （原題：你好、李焕英）』はいず
れも8億米ドルを超える収入となった。

ローカル志向
配給会社はローカルコンテンツをますます重視するように
なっており、各国市場においてもローカル志向を強めている。
映画館の収益の劇的な回復は、インドのような発展途上市
場の成長に牽引されている。

亀裂に対応する企業
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映画館の収益（単位：10億米ドル） 観客動員数（単位：10億人）

注：2021年は直近の入手可能なデータ。2022年から2026年の数値は予測データ
出所：PwC「グローバル エンタテイメント＆メディア アウトルック 2022-2026」、Omdia

映画の復活 映画館の収益は、観客動員数の回復にしたがって過去最高まで増加
するとみられている。

全世界の映画館の総収益と総観客動員数
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ヒンディー語で制作される「ボリウッド」映画は、アンド
ラ・プラデシュ州やテランガナ州で広く話されているテルグ語
で作られた「トリウッド」映画との熾烈な競争に直面してい
る。大ヒットした地域（主に南インド）の映画には、『RRR』
『Pushpa: The Rise』『Kolar Gold Fields (KGF): Chapter 
2』 などがある。制作費が7,200万米ドルのアクション映画の
大作である『RRR』は、2022年3月の公開初日にインドに
おける初日興行収入の新記録を打ち立てた。

一部の新興国において、エンタテイメント＆メディアの成長
の中心は、これまでサービスが十分行き届いていなかった都
市や地域に移りつつある。5Gサービスを含むモバイルの普
及が引き続き進む中、主要都市以外で非常に大きな成長の
機会が出現している。インドネシアでは2021年終盤時点で、
5Gサービスが9都市まで拡大した。中国では、現在、OTT
市場が主に東部の大都市圏でかなり飽和状態となっている。
大きな成長機会は地方や西部にあるが、OTTプロバイダーに
よるこれらの地域への拡大は、接続環境が未整備であること
からコストの負担が大きい。

収益の多様化
先進的な大手企業の多くは、これまで比較的単純なビジ

ネスモデルを採用していた。すなわち、定額制サービスとい
う単一の収益源である。しかし、ユーザー数の自律的な伸
びの低下に直面して、Netflixは今年、広告付きサービスを
開始する予定であり、これによって利用料金を引き下げるこ
とが可能になる。次に予想されるのは、収益源の多角化に
成功して利益を拡大する企業と、そうでない企業とに分裂し
ていくことだ。

実際のところ、エンタテイメント＆メディアのどのセクター
の企業も、密接なつながりのある広告とeコマースを取り込
む方法を模索している。収益は常に人々の関心と連動してい
るため、関心がこれらの新たなセグメントに移るにしたがい、
そういった傾向は今後も表れるだろう。
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コネクテッドTV広告（20カ国のみ） ゲーム内広告

注：2021年は直近の入手可能なデータ。2022年から2026年の数値は予測データ
出所：PwC「グローバル エンタテイメント＆メディア アウトルック 2022-2026」、Omdia

新たなプラットフォーム コネクテッドTVやゲーム内の広告が重要な市場になりつつある。

ゲーム内およびコネクテッドTV内広告の収益（単位：10億米ドル）
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本年のレポートでは、初めてゲーム内広告に関する評価
を行った。その規模と継続的な成長の可能性は一目瞭然だ。
ゲーム内広告は、2021年に540億米ドルを超え、2025年に
は1,000億米ドルを超えると思われる。

ショッピング広告
パンデミックで拍車のかかったeコマースの急速な台頭に

よって、広告への投資を購買へと結び付けることの重要性が
高まり、その結果、ショッピング広告の重要性が高まることと
なった。例えば、NBC UniversalはNBCU Checkoutを開発
し、視聴者がビデオプレーヤーから離れずに商品を購入でき
るようにした。2021年には、Alphabetが運営するYouTube
が、YouTubeの視聴時間が最も増えているデバイスであるコ
ネクテッドTVデバイス向けに、新しいタイプの広告として「ブ
ランドエクステンション」を発表した。ブランドエクステンショ
ンにより、視聴者はテレビのリモコンを使用して、画面上で
宣伝される製品へのリンクを含んだ通知を、スマートフォン
に送信することができる。また、Metaは、見込み顧客獲得
を目的とした広告や、FacebookあるいはInstagramからブ
ランドのオンラインショップへユーザーを誘導する店舗広告を
通じた、ECサイト上でのコンバージョン向上施策の中期的な
成長機会についても検討している。

メディアと商取引との間の境界線が曖昧になっているもう
1つの例としては、複数の大手eコマースプラットフォームが、
広告の主要な手段となっていることが挙げられる。これらは
新しい形のショッピングモールであり、人々が娯楽ではなく、
買い物をする目的で行く場所である。そして、これらのeコマー
スプラットフォームは規模と力があるため、今や検索とプロ
モーションを使って、サイト利用者を収益源とすることが可能
になっている。AmazonとWalmartは、自社のプラットフォー
ムで広告を販売しており、自社の力だけでまさしく大手の広
告企業に成長している。Amazonの2021年の広告収益は、
310億米ドルまで増加した。中国やその他の国々でも、広告
費がますますショートビデオのeコマースに流れている。

2026年に向けて、消費者が生活し、遊び、買い物をする
場所で、企業と消費者の接点を持てるように、事業戦略は
常に見直しが行われている。今後、3D体験に費やす時間が
増えると予想される。そのため、NikeやGucciなどのブラン
ドが、ブランドの仮想アイテムを購入できるだけでなく、実際
の商品を注文できる機会を提供しているように、ゲーム環境
やメタバース上でのeコマースへの投資が増加していくとみら
れる。
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5 業界を変容させるM&A

エンタテイメント＆メディア業界では
2021年にM&Aが極めて活発に行われ
た。2020年の取引総額は170億米ドル
に留まったのに対し、2021年は1,420
億米ドルに達し、M&A件数も前年を大
幅に上回った。従来のM&Aに加え、ベ
ンチャーキャピタルやプライベートエ
クイティへの投資、特別買収目的会社
（SPAC）、あるいはグローバルプラット
フォームに440億米ドルの買収提案を行
う個人など、エンタテイメント＆メディア
業界の取引形態はますます多様化してい
る。最近のM&Aは市場と消費者間の断

層を反映しており、さまざまな成長機会
によりM&Aが引き起こされている。

事業売却と統合
米国で最も注目を集めた大型M&Aは、ここ数年の巨額な事
業統合案件の巻き返しであり、この事例として通信事業者によ
る複数のメディア企業の買収が挙げられる。2018年にAT&T
はTime Warnerを850億米ドルで買収した。しかし、2021年
5月、AT&Tは自社のWarnerMediaの事業をDiscoveryと統
合し、NetflixやDisney+などにより強く対抗できる新しい
ストリーミング巨大企業を創設することに合意した。2022
年半ばにおけるこのM&Aは米国と世界のメディア業界の双
方において非常に重要な出来事となり、競争を激化させて
いる。また、AT&TとVerizonはいずれも自社の5Gインフラ
構築コストを賄うため、デジタル広告や広告技術の資産を
売却している。

注：M&A件数は公式に発表された取引に基づく（2021年3月31日時点でRefinitiv提供、2022年4月2日アクセス。ただし、噂に基づくものや撤回された取引を
除く）。PwCの業界マッピングと整合させるため、情報源に一定の調整を加えている。
出所：RefinitivおよびPwCによる分析

堅調なM&A動向 エンタテイメント＆メディアのM&A件数は安定して高水準を維持。

全世界のエンタテイメント＆メディアのM&A件数
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将来のユーザー獲得に努めているM&A仲介業者がゲーム
に重点を置いたことに驚きはない。2022年4月、Microsoft
はCall of Duty、World of Warcraft、Overwatchなどのフラ
ンチャイズを傘下に置くゲーム開発企業Activision Blizzard
の買収を完了した。Microsoftはビデオゲーム史上最大規
模の687億米ドルの買収により、月間4億人のアクティブプ
レーヤーのコミュニティを取り込めるようになった。Sony
は2021年にBluepointとValkyrie Entertainmentを含むビデ
オゲームスタジオ5社を買収し、2022年初めにはHaloや
Destinyの開発企業Bungieと、Assassin�s Creedの開発に
協力したHaven Studiosの買収（買収額は36億米ドル）を
発表した。

急成長する市場において、従来の分野におけるいくつかの
統合が明らかになっている。インドでの映画館収益の力強い
回復によって、規模拡大を目指す争奪戦が引き起こされた。
2022年3月、映画館運営会社であるPVRとInox Leisureは
インド最大の複合映画館チェーンを創設するために合併する
と発表した。この合併により、PVR-INOXのブランドで1,500
以上の映画館ネットワークが誕生する。また2022年3月には、
インドの放送大手ZeeとSony Pictures Networks Indiaが合
併し、収益ではDisneyに次いでインドで2番目に大きいエン
タテイメントネットワークが誕生した。この合併が承認されれ
ば、合併後の新会社は75のTVチャンネル、2つのビデオスト
リーミングサービス、2つの映画スタジオ、1つのデジタルコ
ンテンツスタジオ、さらには放送番組や音楽の大規模なライ
ブラリを持つことになる。

資金源
これらのM&Aの資金源は多岐にわたる。従来の巨大企業
だけでなく、プライベートエクイティ、ベンチャーキャピタル、
特別買収目的会社（SPAC）など、さまざまな資金源があり、
それらの動きは活発化している。2021年には、アラブでの
Spotifyの競合企業であるAnghamiがNasdaqに上場し、中
東のテクノロジー企業として初めてSPACを通じて域外での
上場を果たした。SPACの活動はピーク時から減少している
ものの、プライベートエクイティとベンチャーキャピタルは有
望な投資先として、多額の資金提供を行うとみられる。

今日のエンタテイメント＆メディア業界へ収益をもたらして
いるのは専ら若いアーティストかもしれないが、高齢のアー
ティストも対象となりうる。音楽のデジタルストリーミングが
急成長しており、全世界の収益は2021年の245億米ドルから
2026年には368億米ドルまで増加すると予測されている。現
在あるいは過去のコンテンツから価値を掘り起こそうとする
動きが活発化しているため、音楽の著作権は貴重で需要が
高い資産となっている。膨大なカタログを持ち長年活動して
いるアーティストたちは、自らが金脈を持っていることに気付
いている。Universal Music Groupは2020年に投じた10億
米ドルに加え、2021年にはカタログに4億2,000万米ドルの
投資を行った。2022年初めには、同社はベテランアーティ
ストであるNeil Diamond（81歳）とSting（70歳）のカタロ
グを購入した。Sony Music Entertainment での大規模な
M&Aでは、Bob Dylan（81歳）とBruce Springsteen（72
歳）両者の音楽著作権を取得した。また、BMGはZZ Top、
Mötley Crüe、Tina Turner（82歳）など、さまざまなグルー
プやアーティストから音楽著作権を取得している。

不安定な金融市場と金利上昇により、M&Aの動きは短期
的に停滞する可能性がある。しかし、企業が断層を乗り越え
るために、組織を変革する戦略の1つとして引き続きM&Aを
活用することは明白である。また、Elon MuskによるTwitter
買収提案で見受けられたように、一部の大手金融機関や予
想外の資金源からの潤沢な資金もエンタテイメント＆メディア
のセクターに投じられる可能性がある。

アーティスト 購入企業 金額 期日

Justin Timberlake Hipgnosis Songs Capital 1億米ドル 2022年5月（公表済み）

Sting Universal Music 3億米ドル 2022年3月

Bruce Springsteen Sony Music 5.5億米ドル 2021年12月

Paul Simon Sony Music 2.5億米ドル 2021年3月

Stevie Nicks Primary Wave 1億米ドル 2020年12月

過去の楽曲と新たな収益：音楽カタログの売却
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6 次に来る新しいもの

次にやってくるテクノロジーの大きなパ
ラダイムシフトは、現在のデジタル／
仮想世界と、次世代のデジタル／仮想
世界との間に新たな断層を生み出す可
能性がある。1992年のSF小説に登場
したメタバースの概念は、この数年間、
コアなコンピューターユーザーのコミュ
ニティにおいて盛り上がりを見せてい
た。しかし、2021年10月にFacebook
が社名をMetaに変更したことで、この
概念が一般の人々まで一気に広まった。
この言葉自体はまだ進化を続けている
が、メタバースを簡単に言い表せば「現
実世界と仮想世界の融合」と定義でき
る。メタバースでは、ユーザーがVRヘッ
ドセットや他のデバイスを用いて没入型
のバーチャル体験をすることが可能と
なり、仮想世界で地球の反対側にある
サッカーの試合を観戦しにいくことがで
きる。ユーザーはリモートで他のファン
と出会い、握手し、一緒に歓声を上げ、
さまざまな角度から観戦するために座
席を変えることもできる。

今日において、このようなアプリはすでに利用されている。
そう遠くない将来、メタバースは私たちの想像を超えるほど
現実的な世界となる可能性がある。メタバース上で個人や組
織が商品やサービスを販売し、契約を締結・履行し、労働
者の採用・研修を行い、顧客やコミュニティと交流すること
が起こり得る。企業、特にエンタテイメント＆メディア企業に
とって、この没入感のある永続的かつ分散型のデジタル世界
の影響は計り知れない。消費者や組織が完全に所有できる
デジタルアイデンティティを確立し、ガバナンスのための新し
いルールを設け、より没入感の強いデジタル体験を創造し、
注目を集めることで最終的に収益を上げる可能性がある。（メ
タバースに関する私たちの見解についてはこちらを参照）

メタバースの市場機会はどの程度の規模なのだろうか？　
あくまで出発点に過ぎないが、その1つは、本レポートで追
跡する小さなセグメントの1つでもあるVR市場であることは
明らかだ。特にMeta社のQuest VRシステムの成功に後押し
され、全世界のVR支出は2021年に前年比で36.5%増加し
26億米ドルとなり、2021年から2026年には年平均24.1%
増加し76億米ドルに達すると予測されている。全世界におけ
るスタンドアロン型と接続型VRヘッドセットのアクティブイン
ストール台数は、2021年の2,160万台から2026年には6,590
万台まで増えると予測されている。Questアプリストアには、
3日に1回の頻度で新しいアプリが登録されている。

メタバースの進化は企業や消費者が製品やサービス、そし
て互いに対する関わり方を大きく変える可能性があり、その
将来的な金銭、経済価値はVRをはるかに超えるものである。
やがて、ビデオゲーム、音楽ライブ、広告、さらにはeコマー
スでさえも、収益の多く、あるいはその全てがメタバースに
移行する可能性がある。Citibankは、メタバースが2030年
までに8兆米ドルから13兆米ドルの機会を生み出すと予測し
ている。
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成長の正確な道筋は不明だ。確かなことは、世界中の大
企業から小企業に至るまで、さらには政府でさえも新たな体
験を生み出すために投資をしているということだ。2022年4
月、SonyとLego Groupの持株会社Kirkbiは、メタバース
ゲームの構築資金を提供する目的で、Fortniteの開発企業で
あるEpic Gamesに合計20億米ドルを投資した。イングラン
ドプレミアリーグのチャンピオンであるマンチェスター・シティ
FCは、2021年11月にSonyと3年間の契約を結び、メタバー
スに仮想のホームスタジアムであるエティハド・スタジアム
を建設することになった。スイスのスタートアップ企業である
collectIDは、自社のメタバースプラットフォームを構築する
ために350万米ドルを調達し、ユーザーが自分の服やアクセ
サリーをメタバースに持ち込めるようにした。ドバイ暗号資産
規制機関はメタバース上に本部を設立した。

非代替性トークン（NFT）：クリエイターにさらに大きな力を
与える
「メタバース」を重要なユースケースとするものに、非代替
性トークン（NFT）として知られるもう1つの社会現象がある。
NFTはブロックチェーン（分散型台帳）上に作成、記録、保
存される代替不可能なデータセットであり、デジタルデータを
資産として扱うことを可能にしている。このようなデジタル資
産は、メタバースなどの仮想デジタル環境への統合や単独で
の使用も可能だ。

スマートコントラクトが組み込まれたNFTによって、資産と
それに関連した権利に対する権限と制御がクリエイターに付
与される。ブロックチェーン対応の自動化されたスマートコン
トラクトによってNFTは支えられており、例えばアーティスト
やクリエイターに収益やロイヤリティを体系的に配分すること
で、運用の簡素化や、消費者や著名人とのより深い信頼を
構築可能にする大きなチャンスを提供している。

NFTは世界的な現象となっている。2021年2月には、デジ
タルアーティストであるBeepleが制作したNFTが6,900万米
ドルで落札された。このような巨額の取引は少なくなるかも
しれないが、NFTを使う事例が展開されNFTが日常的なやり
取りで使用されることで、小規模な取引額は加速度的に増え
るとみられる。ブロックチェーン事業者であるBlockによると、
主要なNFT取引所全体における取引額は、過去12カ月間で
550億米ドルを超える水準に上っている（この数字には、ウォッ
シュトレードと呼ばれる、同一人物が取引の両当事者となる
行為を含んでいる可能性がある）。

これまで、NFTについては主にデジタルアートやコレクター
ズアイテムに関心が集まっていた。スポーツ業界ではコレク
ターズアイテムや記念品をいち早くNFTで取り扱った。何千
ものスポーツNFTがOpenSeaなどのプラットフォームで売買
され、アメリカンフットボール選手のTom Bradyが共同創業
したNFTスタートアップAutographは、2022年1月にシリー
ズBの資金調達で1億7,000万米ドルを調達した。2022年2
月には、東南アジア初のフィジカルNFTアートギャラリーがバ
リ島にオープンした。日本では、人気アニメのNFTが登場し
ている。

他の市場の初期段階と同様に、NFTの市場も投機的で規
制のない活動が台頭したときにありがちな不安定さや懐疑
的な見方に阻まれてきた。しかし、この業界はコレクターズ
アイテムに特化したものから、エンタテイメント＆メディア業
界に対して付加価値を与える要素へと急速に進化している。
NFTは実用性とエンゲージメントを促進し、最も熱狂的なファ
ンとクリエイターが直接コミュニケーションし、作品を収益化
するためのより効果的な方法をクリエイターに提供している。
例えば、ミュージシャンはNFTを活用してアルバムのユニー
クバージョンやライブチケット、限定ボーナストラックなどを
販売し、アーティストの楽曲に係るあらゆる下流取引からロ
イヤルティを受け取っている。さらに、ファンがアーティストに
よる音楽NFTの制作資金の調達に貢献すれば、その音楽の
成功や販売の見返りをファンと共有することで、独自色の強
い熱心なファン層を形成する可能性がある。すなわち、NFT
によって消費者は所有者となる権利を得ることができ、さら
にはコンテンツのクリエイターや配信企業からも所有者とし
て扱われるようになるのだ。
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7 規制と信用

プラットフォームの台頭とその結果生み
出されたデジタル時代に対し当初期待
されたのは、個人の利益を中心に据え
た、シームレスかつグローバルで、より
滑らかな世界であった。しかし、エンタ
テイメント＆メディアの消費やコンテン
ツ、および交流のデジタル化が進むに
つれ、データは消費者体験の通貨や素
材としてこれまで以上に重要な役割を
果たすようになっている。個人データや
商用データの取り扱いと保護は、今や
消費者とプロバイダーとの間、さらには
規制当局と規制を受ける側との間に断
層を生み出している。こうした断層に、
各国の地政学的・経済的・文化的な利
益の問題を重ね合わせると、規制を取
り巻く状況は2026年までの間により複
雑化するであろう。規制措置は、常に
消費者の行動と適応を後追いしている
に過ぎず、今後もそれらに追いつくため
苦闘を続けることになるだろう。

世界各国における規制当局の取り組み
近年、大手テクノロジー企業は圧倒的な市場シェアを獲得

することで、データの価値を高めるとともに、その支配力を
強めてきた。これに対応するため、世界各国の規制当局は
消費者保護や市場の公平性の強化を目的とした商慣行の審
査を行うことで、企業に圧力をかけている。Pew Research 
Center の2021年の調査では、これらの大手テクノロジー企
業が市場経済に対してあまりにも大きな支配力と影響力を
持っていると、米国人の68%が考えていると明らかになった。

米国では、ジョー・バイデン政権が連邦取引委員会を通じ
て独占禁止措置を推進している。2022年初めには上院司法
委員会で、巨大テクノロジー企業が自社のネットワーク上で
競合他社のサービスよりも自社サービスを優遇することを禁
止する法案が可決された。EUでは、消費者を保護し、より
公平な競争環境を整える取り組みの一環として、デジタル市
場法とデジタルサービス法が制定された。

オーストラリアでは、2021年ニュースメディア・デジタルプ
ラットフォーム義務的行動規約（グローバルテクノロジー企
業が自社のデジタルプラットフォームで掲載またはリンクする
ニュースコンテンツに対価の支払いを義務付ける法律）が制
定され、世界の注目を集めた。翌年、Googleは報道機関と
19件のコンテンツ契約を、Facebookは11件のコンテンツ契
約を締結したと報道された。インドネシア政府は、オースト
ラリアにならって同様の規制を課すことを検討している。
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世界最大のビデオゲーム市場である中国では、若者がゲー
ム中毒になるリスクへの懸念から、中国政府が18歳未満の
若者による平日のオンラインゲームの利用を禁止し、週末の
ゲーム利用を最大3時間に制限した。また、2021年7月から
2022年4月までの9カ月間、中国はビデオゲームのライセン
ス発行を停止した。

規制が政策を主導するゆえに政治的緊張が生じる
このような規制措置の多くは各国が個別に実行しているも
のであるが、規制対象となる企業がグローバルに展開してい
るという現実を踏まえると、そうした規制は国際的な影響力
を持つといえる。そしてそれは、これらの規制が政策の代替
手段となり得ることを意味する。中国の厳格な規制は、中
国国内で事業を望んでいる外国のプラットフォームを寄せつ
けないようにしている。また、ロシアはウクライナ侵攻の間、
Facebookにアクセス制限を課している。さらに、規制によ
る政治的緊張は同盟国とみられる国家間でも生じている。例
えば、2021年に米国はEUに対し、米国企業のみを対象とし
た保護主義的な規制政策を推し進めていることについて警告
を出した。また、インド政府は2020年からTikTokを禁止し
ているが、2022年2月には、人気の高いGarena Free Fire
を含む54の中国のアプリの国内での使用を追加で禁止し、
禁止されたアプリの総数は273となった。インド政府がこれら
のアプリを禁止した理由は、アプリがユーザーのプライバシー
を侵害するというものであった。

さらなる断層が生じかねないのは、現在グレーゾーンとなっ
ているNFTと暗号資産に対する規制だ。ジョー・バイデン大
統領は最近になって、デジタル資産に対する米政府全体のア
プローチの大枠を定めた大統領令に署名した。この大統領
令の中では、NFTやステーブルコインを含む暗号資産などの
資産は莫大な時価総額を持つために無視できず、米国が競
争力を失わないようにイノベーションを促さなければならな
いという考え方を正当化している。ビッグテックに対する規制
と同様、暗号資産に対する規制を国益と切り離すことは今後
も難しいとみられる。
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8
2023年以降、エンタテイメント＆メディ
ア業界は断層や亀裂によって分断され
た状況の中で、バランスの維持に苦心
することが予想される。だが、この業
界全体が成長する道のりは、明確かつ
強固である。やがて、ますます多くの魅
力的なコンテンツ、サービスおよび体験
が利用可能になり、消費者の関心が今
以上に高まると予想される。

消費者にとって、さまざまなコンテンツやサービス、体験
が手頃な価格で利用できる黄金時代が続くことになる。しか
し、企業にとっては、熾烈な競争と絶え間ない混乱が常態化
している。これは、各企業がこれまでと同じ戦略を続けられ
ないことを意味する。データから明らかなように、エンタテイ
メント＆メディア業界における収入と支出の構成は急速に変
化している。そして断層が増殖し、また拡大していくにつれて、
分裂の中でより悪い方向に行き着いてしまうことは容易にあ
り得る。

結論： 
戦略的バランス

私たちの世界で亀裂を生んでいるさまざまな力を理解する
ことは、戦略の構築に役立つはずだ。今明らかなことは、エ
ンタテイメント＆メディア業界で今後数年間の高い成長率を
達成するための強固なビジネスモデルを維持する簡単な解
決策はないということだ。この業界の参入障壁はあまりに低
く、イノベーションと変化のペースがあまりに速いため、一
企業が過去5年間と同じように事業を行うだけでは、競争力
のある差別化を維持することは難しい。国によって成長の道
筋が大きく異なるセクターでは、グローバルなビジネス展開
をするために、市場ごとに購買力と浸透度合いに見合った価
格設定モデルが求められる場合が多い。そして、今後を見据
えると、2026年に成功を収めたいと考える企業はいずれも、
自社で核とする事業の範疇を超えた「and」をキーとした戦
略が必要になる。つまり、優れたコンテンツと複数の収益源、
さらにはより広いコマースと魅力的な没入型体験との連携と
いったような戦略である。

課題は山積みであるものの、消費者の多い市場であるた
め、勝ち残ることができた企業は大きな見返りを得ることが
できるだろう。
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過去のデータ
本レポートに記載の予測値を含む数値は、さまざまな情報
源から集めた過去のデータをもとに作られています。過去の
データの正確性や網羅性については、業界団体や政府機関
などから一般公開されている情報を第一とし、そのデータを
直接使用した箇所には出典を適宜明記しています。これに加
えて、関連業界団体、規制当局期間、業界の大手企業への
インタビューを実施し、一般公開されていないインサイトや
推定値も収集しています。こうした情報は数値を算出する上
で参考にするために収集しており、出所は独自のものとなり
ます。

予測値の算出方法
予測値は全て、定量・定性の両側面から総合的に分析を
行い算出しています。その数値は、スコーピング、マーケッ
トマッピング、データ収集、数値のモデリング、検証といった
精密なプロセスに基づいて算出されたものです。本レポート
における全てのデータ、図表およびグラフは特記事項の記載
がない限り、「グローバル エンタテイメント＆メディア アウト
ルック 2022-2026」に基づいています。

定義
エンタテイメント＆メディア業界における消費者支出と広
告収入に関する詳細なデータへのアクセスをお考えですか？　
「グローバル エンタテイメント＆メディア アウトルック」は、
14のエンタテイメント＆メディア業界に関連するセグメントを
対象に、今後5年間の消費者支出と広告収入に関する動向
を52の国と地域についてグローバル分析した包括的なデータ
ソースです。

•	書籍
•	B2B
•	映画
•	データ消費
•	インターネットアクセス
•	インターネット広告
•	音楽、ラジオ、ポッドキャスト
•	新聞と一般雑誌
•	OTTビデオ
•	屋外広告
•	従来のテレビとホームビデオ
•	テレビ広告
•	ビデオゲームとeスポーツ
•	バーチャルリアリティ

データの算出方法と定義
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本レポートにおけるデータ使用
本レポートは、「グローバル エンタテイメント＆メディア ア

ウトルック 2022-2026」に記載されたデータをもとに作成さ
れています。消費者支出と広告支出に関する包括的なデータ
は www.pwc.com/outlook の定期購読にて閲覧可能です。
PwCは常に「アウトルック」のオンライン上のデータの更新
に努めています。そのため、本レポートに記載のデータがオ
ンライン上のデータと相違する可能性があることをご了承く
ださい。「グローバル エンタテイメント＆メディア アウトルッ
ク 2022-2026」には消費者支出と広告支出に関する最新の
データが記載されています。本レポートはPwCが一般的なガ
イダンスとしてのみ提供するものであり、いかなる法的アドバ
イス、会計サービス、投資アドバイスあるいは専門的なコン
サルティングも提供するものではありません。

本レポートにおける記載事項は、税務、会計、法務その
他の専門アドバイザーによるコンサルティングに代わるもので
はありません。いかなる意思決定やアクションを行う前にも、
個別の状況における事実を交え、専門家にご相談ください。
本レポートにおける情報は現状有姿で提供され、その完全
性、正確性および適時性は保証されておらず、明示または黙
示を問わず、特定の目的における成果、商品性および適合
性その他の一切の保証もなされていません。

本レポートの内容について、いかなる方法でも誤解を招く、
あるいは十分な文脈の提供を欠く引用、使用、提示を禁じます。

引用許諾 
電子的、機械的、または複写、録音もしくはスキャンなど

を含め、本レポートのいかなる部分の引用、複製、検索シス
テムへの保存、ならびにあらゆる形式や手段による配布およ
び送信も、事前の書面によるPwCの許可なく行うことを禁じ
ます。

許可申請はShruti Kumarの電子メールアドレス shruti.
kumar@pwc.com 宛に、使用を希望する部分の概要と、引
用部分が掲載される文書全体のドラフトコピーを添付の上、
ご連絡ください。引用がなされている文脈をPwCが査定でき
るよう、全ての許可申請において同様の情報提示が必要です。

上記の事項に加え、本レポートからの引用は、市場の状
況に関する例示のためにのみ使用できるものとし、また2022
年から2026年の情報に関し、唯一の情報源としてはならず、
引用が情報源の大部分を占めないものとします。

引用にあたっては、本レポートを引用元として、記事中
に「PwC Global Entertainment & Media Outlook 2022-
2026, www.pwc.com/outlook 」をご記載ください。

PwCについて
PwCは、「社会における信頼を構築し、重要な課題を解
決する」ことをPurpose（存在意義）としています。私たちは、
世界154カ国に及ぶグローバルネットワークに327,000人以
上のスタッフを擁し、高品質なアドバイザリー、監査、税務サー
ビスを提供しています。詳細は www.pwc.com をご覧くだ
さい。

「アウトルック」サプライヤー
Omdiaは、Informa Techのグループ会社であり、世界の

通信およびメディアマーケットに対し、ビジネスインテリジェ
ンスと戦略サービスを提供しています。詳細は www.omdia.
com をご覧ください。

データ使用と引用許諾
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その他、世界のPwCメンバーファームにおいて、エンタテイ
メント＆メディア領域を担当する多くの専門家が参加し、それ
ぞれが有する各拠点独自の見解や知識を集積しました。

本レポート執筆におけるPwCネットワーク協力メンバー
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 エンタテイメント＆メディア
業界は急速な変化を続けている。
キャッチアップしていますか？

ポッドキャスト、音楽、ストリーミングビデオ、ゲーム、書籍、
広告など、これらの業界やその周辺はパンデミックから立ち直る
にしたがい、大きな変化を遂げています。

グローバル エンタテイメント＆
メディア アウトルック 2022-2026
www.pwc.com/jp/ja/knowledge/thoughtleadership/outlook.html

消費者はこれまで以上に力を持ち、市場は急速に進化しています。

第23回「グローバル エンタテイメント＆メディア アウトルック」
は重要なインサイトを提供し、52の国と地域における14の業界セ
グメントに関する5年間の予測を、1つのデジタルソースにおいて
全て明らかにします。

PwC Japanグループは、日本におけるPwCグローバルネットワークのメンバーファームおよびそれらの関連会社（PwCあらた有限責任
監査法人、PwC京都監査法人、PwCコンサルティング合同会社、PwCアドバイザリー合同会社、PwC税理士法人、PwC弁護士法人を
含む）の総称です。各法人は独立した別法人として事業を行っています。
複雑化・多様化する企業の経営課題に対し、PwC Japanグループでは、監査およびアシュアランス、コンサルティング、ディールアドバイ
ザリー、税務、そして法務における卓越した専門性を結集し、それらを有機的に協働させる体制を整えています。また、公認会計士、税
理士、弁護士、その他専門スタッフ約10,200人を擁するプロフェッショナル・サービス・ネットワークとして、クライアントニーズにより的
確に対応したサービスの提供に努めています。
PwCは、社会における信頼を構築し、重要な課題を解決することをPurpose（存在意義）としています。私たちは、世界152カ国に及
ぶグローバルネットワークに327,000人以上のスタッフを擁し、高品質な監査、税務、アドバイザリーサービスを提供しています。詳細は 
www.pwc.com をご覧ください。

本報告書は、PwCメンバーファームが2022年6月に発行した『Perspectives from the Global Entertainment & Media Outlook 
2022–2026 Fault lines and fractures: Innovation and growth in a new competitive landscape』を翻訳したものです。翻訳には正
確を期しておりますが、英語版と解釈の相違がある場合は、英語版に依拠してください。
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